
屋外広告業に係る行政処分等の措置に関する要領 

 

（趣旨）  

第１条 この要領は、愛知県屋外広告物条例（昭和 39 年愛知県条例第 56 号。

以下「条例」という。）第４章に定める屋外広告業規制に違反する者に対し

て行政処分等の措置を行うために必要な基準及び手続を定めるものとする。 

 

（定義）  

第２条 この要領において、登録業者とは、屋外広告物法（昭和２４年法律

１８９号。以下「法」という。）第２条第２項に規定する屋外広告業を営む

者若しくは営もうとする者で条例第２０条による知事の登録を受けた者を

いう。  

２ この要領において、行政処分等の措置の種類とその意義は、次の各号に

定めるところによる。  

(1) 行政処分  

ア）措置命令   条例第１５条第１項の規定により、条例第３条第

１項、第４条、第５条第１項若しくは第２項、第８

条、第１３条又は第１４条の規定に違反して広告物

を表示し、若しくは掲出物件を設置する者又はこれ

らを管理する者に対し、必要な措置を命ずることを

いう。  

イ）営業停止命令 条例第３３条第１項の規定により、登録業者に対

して期間を定めてその営業の全部若しくは一部の停

止を命ずることをいう。  

ウ）登録の取消し 条例第３３条第１項の規定により、登録業者の登

録を取り消すことをいう。  

 

 (2) 刑事告発 刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）第２３９条第

２項の規定により、登録業者又は無登録業者に対して罰則適用する旨を

告発することをいう。  

 

（行政処分等の措置の基準）  

第３条 行政処分等の措置の基準は別表のとおりとする。  

 

（行政処分に係る意見陳述の方法）  

第４条 行政処分をしようとする場合には、次の各号に定める意見陳述のた

めの手続きを執るものとする。  

(1) 措置命令又は営業停止命令を行うときは、弁明の機会を付与する。  

(2) 登録の取消しを行うときは、聴聞を行う。  



 

（行政処分に係る弁明の機会の付与）  

第５条 弁明の機会の付与は、愛知県行政手続条例（平成７年条例第２８号）

の規定に基づき、弁明の機会の付与通知書（別記様式１）を送付して行

う。弁明書（別記様式第２）の提出期限は、発送の日から２週間後とす

る。 

 

（行政処分に係る聴聞）  

第６条 聴聞は愛知県行政手続条例及び愛知県聴聞手続規則（平成６年愛知

県規則第８４号）の規定に従って行う。  

 

（行政処分の決定）  

第７条 行政処分の決定に当たっては、愛知県行政手続条例の規定に基づく

聴聞調書、聴聞報告書及び弁明書の内容を十分に考慮するものとする。  

 

（行政処分に係る当事者への通知）  

第８条 行政処分をすることを決定したときは、次の各号のいずれかの通知

書により通知する。  

(1) 措置命令           措置命令書（別記様式第３）  

(2) 営業停止命令       営業停止命令書（別記様式第４）  

(3) 登録の取消し       登録取消通知書（別記様式第５）  

 

（監督処分簿への登載）  

第９条 行政処分等の措置をしたときは、条例第３４条第２項の規定により、

屋外広告業者監督処分簿（別記様式６）に当該措置の年月日、内容等を登

載するものとする。  

 

（特例登録規定を設けた市等の特例）  

第 10 条 登録業者が愛知県内の特例登録規定を設けた市又は法第２８条に

基づき屋外広告物法に基づく条例を制定した市町村の区域内において当該

市町村が定める屋外広告物法に基づく条例又はこれに基づく処分に違反す

ることにより登録の取消し事由が発生した場合は、愛知県は、愛知県屋外

広告物条例第３３条第１項第４号の規定に基づき、この要領の規定を適用

して登録の取消しを行う。  

 

（複数の違反行為の特例）  

第 11 条 条例及びこれに基づく処分に違反する行為が複数である場合、不

利益処分は次の各号のとおりとする。  

一 一つの違反行為に対する不利益処分が登録の取消処分であるとき  



  他の処分は行わない。  

二 複数の違反行為に対する不利益処分がいずれも営業停止処分であるとき  

  別表１の処分等の内容の期間を合算する。ただし、合算した結果、６月

を超えるときは、６月とする。  

 

 附則 この要領は、平成２１年 １月 ９日から施行する。  

 附則 この要領は、令和 ３年 １月 １日から施行する。  

 附則 この要領は、令和 ４年 ４月 １日から施行する。  

 附則 この要領は、令和 ７年 ６月 １日から施行する。  

 

（別表）  

 違反の態様  処分内容  （参考）罰則  

屋  

 

外  

 

広  

 

告  

 

物  

 

規  

 

制  

 

違  

 

反  

条例第３条第１項［禁止地域等］、第４

条［禁止物件］又は第５条第１項若し

くは第２項［許可地域等］の規定に違

反して広告物又は掲出物件を表示し、

又は設置したとき。  

相当の期限を定め

て文書による是正

勧告を行った後、

措置命令  

３０万円以下の罰金  

条例第１５条第１項［措置命令］の規

定による知事の命令に違反したとき。  

是正期限後相当の

期間が経過しても

是正されない場合

は、登録の取消し

又は６月以内の期

間を定め、営業の

全部又は一部の停

止命令  

登録の取消し又

は営業の停止命令

後もなお是正が見

込めないときは刑

事告発  

５０万円以下の罰金  

条例第１７条第１項［広告物の存する

土地等への立入検査等］の規定に反し、

検査拒否・虚偽報告等を行ったとき。  

２月以内の期間を

定め、営業の全部

又は一部の停止命

令  

２０万円以下の罰金  

 

 



 

 違反の態様  処分内容  （参考）罰則  

屋  

 

外  

 

広  

 

告  

 

業  

 

規  

 

制  

 

違  

 

反  

条例第２０条第１項又は第３項［屋外

広告業の登録］の規定に違反して登録

を 受 け な い で 屋 外 広 告 業 を 営 ん だ と

き。  

悪質な場合は刑事

告発  

１ 年 以 下 の 拘 禁 刑 又

は ５ ０ 万 円 以 下 の 罰

金  

不正の手段により条例第２０条第１項

又は第３項の登録［屋外広告業の登録］

を受けたとき。  

登録の取消し  １ 年 以 下 の 拘 禁 刑 又

は ５ ０ 万 円 以 下 の 罰

金  

条例第３３条第１項［登録の取消し等］

の規定による営業の停止の命令に違反

したとき。  

登録の取消し  １ 年 以 下 の 拘 禁 刑 又

は ５ ０ 万 円 以 下 の 罰

金  

条例第２３条第１項第２号又は第４号

から第７号まで［登録の拒否条項］の

い ず れ か に 該 当 す る こ と と な っ た と

き。  

登録の取消し  なし  

条例第２４条第１項［登録事項の変更

の届出］の規定による届出をせず（た

だし、軽度の遅延を除く。）、又は虚偽

の届出をしたとき。  

３月以内の期間を

定め、営業の全部

又は一部の停止命

令  

３０万円以下の罰金  

条例第２９条第１項［業務主任者の設

置］の規定に違反して業務主任者を選

任しなかったとき。  

３月以内の期間を

定め、営業の全部

又は一部の停止命

令  

３０万円以下の罰金  

第３５条第１項［営業所への立入検査

等］の規定に反し、検査拒否・虚偽報

告等を行ったとき。  

２月以内の期間を

定め、営業の全部

又は一部の停止命

令  

２０万円以下の罰金  

 



 様式第１ 

第     号 

年  月  日 

 

弁 明 の 機 会 の 付 与 通 知 書 

 

     様 

愛 知 県 知 事 印 

 

 あなたに対する下記の事実を原因とする不利益処分について、弁明の機会の

付与を下記のとおり行いますので通知します。 

記 

 
件 名 

  

 予定される不利益

処分等の内容 

  

根拠となる法令の

条項 

 

不利益処分等の原

因となる事実 

 

弁明書の提出期限 年  月  日  時  分   

弁明書の提出場所 

弁明の機会の付

与に関する事務

を所掌する組織 

名 称 

所在地 
 

〔弁明の機会の付与に際しての留意事項〕 

 １ 弁明書には、あなたの氏名、住所、弁明の件名及び弁明の機会の付与に係る事案につ

いての意見を記載してください。 

 ２ 弁明をするときは、証拠書類又は証拠物を提出することができます。 

 ３ あなたに代わって弁明を行う代理人を選任することもできますので、その場合は弁明

の件名、代理人の氏名及び住所並びに当該代理人に弁明の機会の付与に関する一切の手

続をすることを委任する旨を明示した代理人資格証明書（様式第１－２）を提出してく

ださい。 

 備考１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第１－２ 

 

代理人資格証明書 

年  月  日 

 愛知県知事 殿 

住所            

 

氏名            

 

年  月  日付け第  号の弁明の機会の付与通知書に係る弁明の機会

の付与について、私は下記の者を代理人として選任し、弁明の機会の付与に関

する一切の行為をすることを委任します。 

                  記 

 
 件 名 

  

 当 事 者 と

の 関 係 

  

住      所  

氏      名 
 

連  絡  先 電話番号   （  ） 

 

 

 備考１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第２ 

 

 

弁  明  書 

年  月  日 

 愛知県知事 殿 

住所            

 

氏名            

このことについては、下記のとおりです。 

                  記 

 
件 名 

  

 

弁 明 の 内 容 

  

  

 

 備考１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

２ 必要に応じて証拠書類を提出することができる。 



様式第３ 

第     号 

年  月  日 

殿 

愛 知 県 知 事 印 

 

措 置 命 令 書 

 

愛知県屋外広告物条例(昭和39年愛知県条例第56号)第15条第1項の規定に基づき、下

記のとおり屋外広告物の○○を命じます。 

記 

１ 設置場所 

 

２ 種  類 

 

３ 表示内容 

 

４ ○○期限 

 

５ 理  由 

 

 

 

 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に、愛知県知事に対して審査請求をすることができま

す。 

２ この処分について不服がある場合は、１の審査請求のほか、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する

者は、愛知県知事となります。）。 

３ １の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴

えを提起することができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県

知事となります。）。 



様式第４ 

第     号 

年  月  日 

殿 

愛 知 県 知 事 印 

 

営 業 停 止 命 令 書 

 

愛知県屋外広告物条例(昭和39年第56号愛知県条例)条例第33条第1項の規定に基づ

き、下記のとおり営業の停止を命じます。 

記 

１ 停止を命じる事項 

 

２ 停 止 の 期 間 

 

３ 停止を命じる理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に、愛知県知事に対して審査請求をすることができま

す。 

２ この処分について不服がある場合は、１の審査請求のほか、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する

者は、愛知県知事となります。）。 

３ １の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴

えを提起することができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県

知事となります。）。 



様式第５ 

第     号 

年  月  日 

殿 

愛 知 県 知 事 印 

 

屋 外 広 告 業 の 登 録の 取 消 に つ い て（通知） 

 

愛知県屋外広告物条例(昭和39年第56号愛知県条例)条例第33条第1項の規定に基づ

き、下記のとおり屋外広告業の登録を取り消します。 

記 

１ 登録を取り消す業者 

（１） 登録番号 

（２） 住  所 

（３） 氏  名 

（法人にあっては、その事務所の 

所在地、名称及び代表者の氏名） 

 

２ 取消年月日 

 

３ 取消理由 

 

 

 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３箇月以内に、愛知県知事に対して審査請求をすることができま

す。 

２ この処分について不服がある場合は、１の審査請求のほか、この処分があった

ことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分

の取消しの訴えを提起することもできます（この訴訟において愛知県を代表する

者は、愛知県知事となります。）。 

３ １の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６箇月以内に、愛知県を被告としてこの処分の取消しの訴

えを提起することができます（この訴訟において愛知県を代表する者は、愛知県

知事となります。）。 



様式第６ 

屋外広告業者監督処分簿 

処分を受け

た屋外広告

業者につい

て 

登録番号 愛知県知事（登－   ）第   号 

氏名又は名称 

（法人の場合その代表者の氏名） 
  

営業所 

名称   

所在地   

業務主任者の氏名   

営業所 

名称   

所在地   

業務主任者の氏名   

営業所 

名称   

所在地   

業務主任者の氏名   

営業所 

名称   

所在地   

業務主任者の氏名   

処分年月日   

処分の内容  

処分の原因となった事実  

過去に受けた処分及び処罰   

その他必要な事項   

 


